第１２回労使関係制度検討委員会
９月７日、国家公務員制度改革推進本部の労使関係制度検討委員会（座長：今野浩一郎・学習院大学教授）の第１２回会議が、内閣府本府庁舎で開催された。

委員会には、労働側委員として山本連合副事務局長、森永国公連合書記長、金田自治労前書記長が参加した。

委員会では、「論点１１　協約締結権が付与されない職員の取扱い」「論点１２　公務員法制と労働法制の関係」「論点１４　特別職の国家公務員の取扱い」「論点１５　苦情処理」、「論点１６　地方公務員に関する論点」のうち（１）（２）（６）（７）、「論点１７　新制度への円滑な移行」について、ワーキンググループ（以下、ＷＧ）における検討結果について、担当委員及び事務局から説明を受けて審議した。

審議の中で労働側委員は、以下などの発言をした。

論点１１について

協約締結権が付与されない職員としては、いわゆる管理職員が考えられるが、その場合でも労働組合または職員代表の意見を聞いたうえで、労働協約に準じて、準則を定めるのが妥当と考える。

また、（２）の三権が付与されていない職員（警察など）についても同様にＡ案（過半数職員団体等の意見を聞き就業規則とする）が妥当と考える。（３）の協約締結権の有無により職員間に生じる差異についてもＡ案の通り、締結された協約を踏まえ、職員の過半数の職員団体や代表者の意見を聴取し、就業規則を決定するとすれば差異は生じない。

また（４）の協約締結権のない職員の代償措置については、当該職員の意見反映の場を確保すれば、そのための第３者機関は必要ない。

論点１２について

（１）の労働組合法等の適用か独自法制度化にかかる問題についてはＣ案、すなわち、公務員の特殊性を踏まえて、労使関係について独自の法制度をつくるのでなく、労組法上の労働組合として集団的労使関係を整理し、民間と異なる部分については特労法に準じた措置とすべきである。義務的調整事項の申立適格制度を取り入れる場合は、独自の制度とすべきである。

（２）の第３者機関の調整については、コスト論などもあるが、すでに実績のある労働委員会を活用すべきである。

論点１４について

裁判所や国会職員などは、一般職と同様の扱いとすべきだ。その上で、自衛隊等の職員についても、一般職の協約を踏まえたＡ案とすべきである。

論点１５について

Ａ案のとおり、一方の当事者による処理でなく、労使で解決すべきである。なお、Ｃ案の職員代表制も検討するに値する制度だ。

論点１６（５）①について

詳細資料の「勤務条件決定原則」で、「民主的統制」「効力普遍性」「内容透明性」など指摘しているが、これらは取り立てて地方公務員固有の問題と思えない。議論に混乱があるのではないか。この決定原則について、Ａ-１案など、現状のままを書いているだけで、改革の趣旨にあっていない。法に明記すべきは、決定原則のみにすべき。現行の地方公営企業法第３８条以上に詳細まで規定すべきでない。また、調査を前置することは客観的データが事実上の勧告となり、交渉の自由度を下げることにつながり、納得できない。

（６）の人事委員会制度については、抜本的な見直しを求める。

（７）の交渉不調調整機関については必要と考える。なお、三者構成が望ましい。コスト面から考えても、各都道府県にある労働委員会の活用が望まれる。

これらの労働側の意見に対し、使用者側委員である村木総務省人事・恩給局長からは、「勤務条件については、憲法や諸原則から考え、法定化すべき」「基本的な構造を法定化することで国民からの理解も得られる。そのために論点１１についてはＡ案と考える」「論点１２（２）交渉不調調整については、Ｂ案の公益委員のみの機関が望ましい。労使の立場からでなく、国民の目からの公正・中立を求めるべきだ。いかなる機関が担うかについては、Ｂ案のとおり専門機関とするのが望ましい」「論点１５の苦情処理委員会についてＥ案とし、新たに設ける必要はない。すでに人事院の制度があり、これをどう引き継ぐか、必要に応じて補強すればいい」「論点１１はＢ-２案、すなわち、第３者機関の意見を聞き、法令で決定するのが適当。全般に、法令で決めることが重要であるとの立場だ。同１１の（２）の三権なし職員についても同様にＢ-２。（３）の協約締結権の有無による差異・不連続性についてもＢ-２案、第３者機関の意見を聞いて法令化するのがよい。（４）それらの職員の代償措置についてもＢ案で当局の責務により定めればよい」「論点１４の特別職国家公務員についても第３者機関の意見を聞いて法令化するＢ-２案か、当局が原案を作成し法例化するＢ案がよい」「論点１７の新制度への円滑移行については、制度設計がより具体化してから検討すればよいと思う」などの意見が出された。

続いて、前回の検討委員会で「ＷＧにおいて８月に重点項目とそのバリエーションについて整理し、以降の議論を行っていく」としたことをふまえ、８月２０日以降３回のＷＧ（省庁側及び労働側の陪席はない）で検討が行われた「制度の骨格に係る論点について（ワーキンググループにおける検討状況報告）」の説明を今野座長及び事務局から受け、意見交換が行われた。

報告に対し、労働側委員は以下などの発言をした。

●報告書に対しては、率直に違和感がある。基本的視点のなかでも、「労使の合意を基礎として」と書いてあるが、なぜ「労使合意により」としないのか。ＷＧの視点に、すでに現行の国公法にある基本原理が持ち込まれていて、そこから議論が出発しているのではないか。

●国会の関与のあり方などは、アプローチの一つとしてはあるが、このアプローチだけでは、テーマに対する解に近づきがたいと思う。公務員制度改革の考え方は、現行の国公法に問題があるのか、規定どおりに運用されておらず運用に問題があるのか、運用に合致しない法制度を変えるのか、両方変えるべきか、大きくその４つだ。そこをはっきりさせないと妥当性を欠く。こうした論点のまとめ方では、自律的な労使関係という制度は公務員には馴染まないという帰結になりかねない。

●随所に「究極の使用者は国民」という表現があるが、公務においては、権限ある使用者機関を作ることができないのか。そうした機関は作れるが、作った上での公務員が全体の奉仕者であるという意味であえて書いているのか。公務でも責任ある使用者機関を確立できるとすることが第一であり、色々と法定事項とすると勤務条件（詳細）法定主義と同義のこととなりかねない。

●幅広い選択肢を提示するというＷＧでの議論の枠を越えていないか。また検討内容も詳細に入りすぎており、例えば適正な勤務条件であることのチェックにおいて第３者機関などの言及があるが、これでは今の人勧制度と変わらない。同意できない。

●非組合員の利益保護についても、そもそも権利を行使していないのだから、そこに保護の仕組みを設ける必要があるのか。また、交渉妥結したあとに、第３者機関の意見を聞く必要があるのか。全体的に、どう考えても労使で決められる範囲が狭められている。これでは改革でなく、現行制度に味付けした程度のものだ。基本法１２条の精神が大幅に後退することになりかねず、危惧を抱く。

●この報告を今後どう取りまとめるのか。これまでに積み上げた経過があり、他方、政治状況の変化がある。全体的にいい方向に進めるためには、ここでどう役割を果すのか、その点についても次回議論する時間を取っていただきたい。

労働側の意見に対し、今野座長ほかＷＧメンバーとなっている委員は以下などの回答をした。

●既定の路線から議論が演繹されているとの懸念について、ここには成績主義・平等取扱・職務給の各原則など例示しているが、Ａの基本理念、Ｂの勤務条件決定の基本原則については、労使間で共有化が必要で、かつ国民の理解もいるという意味で区分けしている。それを法律で決めているといっても、交渉には幅が出るものと思う。例えば成績主義の原則は法定であっても、その先に幅がないとは我々も考えていない。

●ＡやＢの区分にも何が入るかは、まだ例示の段階。とくにＢ区分にはグレーの部分も多いだろう。今後、具体的に設計していくことになるが、統一性の原則は重要ではないかと思っている。

●究極の使用者というのは、国会で決めるべき事項が存在するという趣旨。説明責任を果すべきという考えだ。

●勤務条件の統一性の問題について。基本的枠組みは統一されているべき。今の労働法制では、複数組合が並立し、協約の内容が違っていても構わないのが原則。しかし、公務員もそれでいいのかという疑問から議論しているのであって、硬直的に考えているわけではない。

●次回以降の審議については了承した。また、本日の意見はＷＧに報告し、さらに検討していきたい。

最後に、「無許可専従等に関する一斉調査の実施結果」を村木委員が、「平成２１年人事院勧告時の報告(抄)（公務員制度改革部分」を人事院菊地総括審議官が説明し、委員会を終えた。

